
％

％

％

人

人

％

％

％

・

・

・

《グラフにおける領域の説明》

備　　前　　市　　施　　策　　評　　価　　シ　　ー　　ト

⑥ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）
施　策　名
（小項目）

積極的な人材育成・能力開発と組織の活性化
コード 作

成
者

役職 総合政策部　総務課長

06-10-47
氏名 髙橋　清隆

施策に対する成果指標名 目標値

50.0
市の窓口対応に満足していると回答した
人の人数÷アンケート協力者数×100

H27 55.0

電話 0869-64-1808 H24 H25 H26
単
位

過年度実績 評価年度 成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

このシート作成に要した時間 2.0 時間 成
果
指
標

市の窓口対応に満足している
市民の割合

目標 40.0

実績 32.5

ベンチマーク

45.0

49.8 47.5 H28 60.0

この施策の
アピール
ポイント

組織の発展・存続は、職員の力という観点から、個々の能力開発に力を入れています。Facebookの職員採用
ページを立ち上げ、知識偏重から「人間力採用」への転換を図るため、面接に力を入れた選考としていま
す。また、人事評価を目標管理制度と連動させ、「自学」への気付きを促し、少数精鋭での行政サービスの
提供を目指しています。

達成率 81.3 110.7 95.0 H34 80.0

－ －
参
考
指
標
①

人口1万人当たりの職員数

目標 94.7 94.0 93.0

実績 96.1 95.8 97.5 H28 90.0
定員管理調査の数値による
ベンチマークの数字は類似団体の平均値

H27 92.0

達成率 98.5 98.1 95.4 H34 80.0

H27

この施策の
平成26年度の

施政方針

ベンチマーク

参
考
指
標
③

目標

－ －
参
考
指
標
②

目標

実績 H28

達成率 H34
ベンチマーク － －

H27

実績 H28

達成率 H34

－ベンチマーク －

⑦ 目標達成に必要な新規事業（裏面 施策構成事務事業以外の事業）及び連携させる他部署の事業
新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果

各部署における自学支援力の向上
管理監督職のマネジメントによる自学支援で、本人の気づきを促
し、自己成長へ導くことで組織の力を高められる。① 政策の体系

基本構想（大項目） 計画を実現する行政

全部署
行財政改革プランに基づく、施設の統廃合及び業
務委託・改善の実施による職員数の削減

類似団体並みの定員の適正化が図られる
＜備前市総合計画の内容から記載する＞

実施主体

（誰のために、何の
ために） ⑧ 施策の評価

② 対象と目的 職員を対象に、積極的な自育支援を行うとともに、適切な人事諸制度での自己目標管理と気づきを促すことによ
り、有能な職員集団を作り上げます。結果として、効率的な行政経営と住民サービスの向上が図られることを目
的とします。

基本計画（中項目） 身近に感じられる開かれた行政の推進

全部署

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）
③ 現況と課題

今後も職員を削減していくことから、職員の育成がますます重要になってきます。
組織全体の課題として人材育成の重要性を再認識し、育成方法の意思統一を図るとともに、研修などの充実を図
る必要があります。

項　　　目 評価
5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

2
＜事業構成の適当性＞
　手段は最適か？ 4 事務事業の構成は適切であるが、PDCAサイクルを常に意識して、さらに質を上げる改善が必要

である。

（総合計画から現在
の問題点を抽出）

1
＜成果指標の妥当性＞
　施策の目的・成果を表現し
ているか？

4 顧客満足度の視点で客観的に判断できる適切な指標であり、妥当性は高い。

（総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出）

メンタルヘルス対策

職員数の削減
④ 施策展開

人材育成基本方針（共育支援基本方針）の実践

進行年度(H27年度)の取組内容
（課 題 解 決 状 況）

3
＜施策の有効性＞
　指標分析、評価年度･ 中長
期の達成見込みは？

4

調査年度 H25 H27

維持
領域 ←

満足度

重要度（%）

翌年度(H28年度)の取組目標
採用・任用、人事制度、職場づくり、能力開発、人事考課の項目ごとにできることから積極的に実践
していく。

満足度（%）

人材育成（共育支援）基本方針の理念の浸透を引き続き図り、掲載された一つ一つの具体的な取り組
みについて実施し、自学支援を続けていく。

⑤ 市民意識調査による施策の重要度・満足度

ほとんどの市民の方は、年に数回しか市役所を訪れないという現実の中で、窓口対応の満足度
を向上させるのは、長期の時間を要する。地道な努力を継続する必要がある。

その施策や事業の
存続の検討が必要 → ←

内容等見直し、市
民満足度を高める
事業を行う

二次評価者コメント

平均値

現状の方向性を継
続

その施策や事業が
必要か否かの検討

が必要
→

見直し
領域

検討
領域

強化
領域 役職 総合政策部長

4 やや高い

合併以降、事務事業の本庁への機能集約を図る中、職員数の大幅な減少、住民
ニーズの多様化等に対処し住民サービスを向上させるためには少数精鋭で機能発
揮できる組織に変えていかなければなりません。「人材」が「人財」に成長でき
るよう人材育成に努めてください。

基本施策への
貢献度

一部、職員の基本的な接遇や職員の勤務態度などに関する不満の声が寄せられています。その声を謙虚に受
け止め、職員の資質向上を図らなければなりません。

重要度 氏名 藤 原 一 徳

調査対象でない施策
は、市民の反応等

調査結果に対するコメン
ト、市民の反応等

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

2.50 3.00 3.50 4.00 4.50

満足度

重要度



03

04

05

施策構成事務事業の評価

施策を構成する
事　務　事　業

平成24年度 平成25年度 平成26年度
細　　事　　業

事　業　費　等　（単位：千円，人） 施策への
貢献度平成27年度

人工数人件費
事業
分類 直　接

事業費
人件費 人工数 当初予算

☆☆☆☆☆
　　～　☆

直　接
事業費

人件費 人工数
直　接
事業費

3,676定員管理事務事業 内部管理 5916

内部管理

282 0.03 3,350 ☆☆☆1966 0.24 3133 410 0.04

0.00 * H24終了100 0.01 0 0.00 0人材派遣事務事業

☆☆☆☆☆12,384 1.41 13,642 1.56人事労務管理事務事業

給与支払事務事業 内部管理 5419 1.27

3711 0.37内部管理

☆☆4,727 1.20 2,772 0.51

内部管理 2908 0.57 ☆1,706 0.42 1,740 0.33共済・総合事務組合事務事業

公務災害補償事務事業 内部管理

0.09 ☆☆1866 0.30 662臨時職員雇用事務事業 747 0.16内部管理

0.02

内部管理 100

☆79 0.01 80 0.01

職員団体交渉事務事業 0.01

01

159

☆☆☆94 0.01 94 0.01

620 200 0.02 ☆☆☆☆522 668 0.07 541 470 0.05
02

人事評価事務事業 内部管理

☆☆☆☆94 0.01 108 0.01目標管理事務事業 内部管理

公平委員会事務委託事業 公平委員会事務委託事業

職員研修事務事業

☆内部管理 30 30 0.00 30 0 0.00 30

内部管理 2034 1862 0.23 3173 1434 0.18 4,069 1,736 0.18 6,312 ☆☆☆

☆☆☆☆内部管理 353 1879 0.21 533 2,319 0.24 417 4,322 0.44 549職員採用事務事業 職員採用事務事業

表彰事務事業 内部管理 ☆94 0.01 94 0.01

厚生費補助事務事業 内部管理 1,215 79 0.01 1,125

79 0.01

☆☆0 0.00 1,108 161 0.02 1,521

健康相談事務事業 内部管理 158 100 0.01

健康診断委託事務事業 法定 985 159

429 211 0.02 469 419 0.04 498

1,826 * 法定事務1,925 267 0.03 1,721

☆☆☆

255 0.03

この施策に費やした資源（単位：千円，人）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

14,08611,311 20,587 3.30 10,870 25,231 3.81 12,031 26,837 3.32

06

人事評価事務事業

定員管理事務事業

福利厚生事務事業

職員研修事務事業

0.02



該当する項目を□から■へ ＜ ■ ←「コピー」して「貼り付け」してください ＞
□
■

□
□

□
■

□
□

■
□
□

□
□

□
□

□
□

□
■
■
□
□

□
□

□
■
□

活 動 コ ス ト
円

7,882,000 3,543,000 3,958,000

単 位 当 た り コ ス ト 11,625 5,180 5,872

結 果 指 標 量 人 678 684 674

対 前 年 比 ％ － 100.9% 98.5%

結
果
指
標

職員一人当たりの活動コスト 説明 （定員管理事業（細事業）直接事業費＋人件費）÷正職員数

取 組 目 標

平成27年度から実施する新たな定員適正化計画に基づき、適正な職員配置を実施する必要がありま
す。また、職員の年齢層にばらつきがあることから、将来の組織の年齢構成バランスを考え、積極的
な職員採用への転換が必要になってきています。職歴、経験等を生かした再任用職員の配置の外、増
加する業務量と事務の効率性を考慮しながら、適正な定員の設定を進めます。

平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績 ○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

平成28年度の方向性 ・ 取組目標

受 益 者 負 担 比 率 ％ － － －
方　向　性

拡充

結　果　指　標　名 単位

その他（ ）

一 般 財 源 22,145 23,279 22,948

市 債

財
源

国 県 支 出 金

千円

受 益 者 負 担

19,272
法令で義務づけられた事務事業ではないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障を来す
事務事業です。
最適な手段を求めて職場内で改善等につとめているものの、単位当たりコストは増加していま
す。
成果指標である目標値はわずかではあるがクリアしています。

総合評価

B
事 業 費 計 22,145 23,279 22,948

Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

繰 入 金

3,133 3,676 総　合　評　価

必  要  人  員 人    件    費 2.79人 16,229 3.25人 20,146 2.54人

事　業　費　等 単位 平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績

決
　
算
　
額

事
業
費

直 接 事 業 費

千円

5,916

説　明
昨年度策定予定であった新たな定員適正化計画について、第3次備前市行財政改革大綱、類似団体指標
及び行財政改革プラン等と整合を図りながら、今年度当初に策定・公表予定です。

○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

進行年度（H27年度）の改革改善内容

状　況
拡充

事業にはNPO、ボランティア団体等が参画している

法定事務 ・ 内部管理事務　であり成果は求めにくい

B事業について積極的にHPや広報等で情報提供している

成果指標達成率は前年度と比較して向上している

成果指標達成率は80％未満となっている

現在の事業を継続しても成果指標の向上は期待できない

成果指標の到達目標値は達成できそうである Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

有
効
性
の
評
価

目 的 達 成 度

市 民 参 画 度

成果指標の設定は適切である 有効性評価

最適な手段を求めて職場内で改善・研修に努めている

現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公務災害補償事務事業 職員の公務災害発生時に係る申請事務や、負担金支払い事務 ○ 受益者負担率を見直す余地がある

C職員団体交渉事務事業 職員団体との交渉事項の検討や、交渉事務 ○ サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない

臨時職員雇用事務事業 臨時職員の雇用・退職時の手続き事務 ○ 受益者負担率は適正である

共済・総合事務組合事務事業 職員が加入している共済組合、総合事務組合等に係る事務 ○ コスト削減の努力はしているが、下がる余地は小さい

目

的

を

達

成

す

る

た

め

実

施

し

た

事

業

給与支払事務事業 給与支払いにおける、実績取りまとめ、支給・控除項目の確定事務 ◎ 事務の電子化や事務改善によりコストを下げる余地がある

人事労務管理事務事業 服務・人事給与などの人事労務事項全般に関する事務 ◎ 実施方法（派遣・委託含）を見直すことでコストを下げる余地がある Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

効率性評価人材派遣事務事業 人材派遣会社との窓口担当として、派遣を要する部署との調整を行う事務 ▲

効
率
性
の
評
価

コ ス ト

手 段

単位当たりコストは前年度と比較して改善している

定員管理事務事業 職員の定数管理を始め、定員適正化計画に基づく人員配置・異動事務や、定員管理調査を始めとする調査、分析事務 ◎ 市 民 ニ ー ズ 市民・団体等から要望・要請が強い

細　事　業　名 事　業　の　説　明 優先度 厳しい財政状況であるが、実施する必要がある

事 業 の 実 績 事業開始当初の目的は、ほぼ達成されている

事業開始当初の目的から変化してきている

現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である

A

対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている
事業の意図する成果
（どのような状態に

したいのか）

平成17年度から26年度の間に10.1％削減を行い、適正な定員管理を行う
また、新たな定員管理適正化計画に基づき、平成27年度から平成31年度までの間に1.2％削減を行い、適正な定
員管理を行う。

事業の内容が一部の受益者に偏っている

法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

目　　　的
（何のために）

限られた職員定数を重点的、効率的に配分するため

妥
当
性
の
評
価

市 の 関 与 の

妥 当 性

必 要 性

市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

現在市が実施しているが、実施しなくても市民の日常生活に支障をきたさない

事務事業の評価
対　　　象

（誰・何に対して）
市民サービスを提供している全職員

事 業 の 目 的

このシート作成に要した時間 0.5 時間
平成26年度までは、当初目標（H17.4.1現在　762人）に対しての削減累計数を算定。
平成27年度目標値及び到達目標値は、新計画の目標値。

事務事業名 01 定員管理事務
電　話 0869-64-1808 成 果 指 標 設 定 の 考 え 方 ・ 式 や 説 明

達成率（B/A） 97.00% 99.85% 99.85% 677小項目 施　　策 47 積極的な人材育成・能力開発と組織の活性化 職・氏名 係長・神田順平

中項目 基本計画 10 計画を実現する行政 問
合
先

担当課（室） 総務課職員係 実績値（B）

699 685 675 685

678 684 674 到達目標値

総
合
計
画

大項目 基本構想 06 行政「計画推進」

事 業 開 始 年 度 平成17年度
根拠法令・例規等

備前市定員適正化計画
備前市行財政改革プラン

成　果　指　標　名 年　度 平成24年度 平成25年度

備　　前　　市　　事　　務　　事　　業　　評　　価　　シ　　ー　　ト

（平成26年度事業）
事 業 の 概 要 事 業 の 成 果

平成26年度 平成27年度目標値

定員適正化計画目標達成率

目標値（A）

事業の意図
する成果とつ
ながる成果指
標を設定

事業費や受
益者負担比
率、単位当た
りコストに留
意しながら効
率性を評価

事
業
の
目
的
や
そ
の
数
値
目
標

で
あ
る
成
果
指
標
に
留
意
し
な

Plan

Do

Check

Action

事業の目的、
対象、内容を
考えながら妥
当性を評価



該当する項目を□から■へ ＜ ■ ←「コピー」して「貼り付け」してください ＞
■
□

□
□

□
■

□
□

■
■
□

□
□

□
□

□
□

□
■
□
□
□

■
□

□
□
□

活 動 コ ス ト
円

620,180 522,210 540,724

単 位 当 た り コ ス ト 2,939 2,572 2,690

結 果 指 標 量 人 211 203 201

対 前 年 比 ％ － 96.2% 99.0%

結
果
指
標

勤務評定者研修受講者数 説明 評定の精度を高めるため、受講者数を結果指標としている。

取 組 目 標

人事評価制度等の導入により能力及び実績に基づく人事管理の徹底を図るよう、地方公務員法が一部
改正され、平成28年4月からは施行されます。本市においては、既に能力評価と業績評価をあわせた人
事評価制度を導入し、人事管理を行っていますが、公平で客観的、透明な人事評価制度の構築や人材
育成の一層の充実に取り組んでいきます。

平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績 ○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

平成28年度の方向性 ・ 取組目標

受 益 者 負 担 比 率 ％ － － －
方　向　性

拡充

結　果　指　標　名 単位

そ の 他 （ 研 修 助 成 金 ） 500 421 250

一 般 財 源 320 863 869

市 債

財
源

国 県 支 出 金

千円

受 益 者 負 担

578

市が実施するよう法令で義務付けられている事務であり、事業費全体は前年より低くなってい
るが、単位当たりコストは増加している。勤務評定者研修受講者数、受講者アンケートによる
理解度(満足度)はおおむね横ばいで推移している。

総合評価

B
事 業 費 計 820 1,284 1,119

Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

繰 入 金

522 541 総　合　評　価

必  要  人  員 人    件    費 0.02人 200 0.08人 762 0.06人

事　業　費　等 単位 平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績

決
　
算
　
額

事
業
費

直 接 事 業 費

千円

620

説　明

面談を中心とした客観性、納得性、透明性の高い人事評価を確保するため、引き続き、人事評価研修
(評価者、被評価者双方)を実施するとともに、人事評価を通した人材育成の推進に努めます。
また、公営企業法全部適用に移行した病院事業職員の今後の人事評価のあり方についても、病院と調
整を進めます。

○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

進行年度（H27年度）の改革改善内容

状　況
拡充

事業にはNPO、ボランティア団体等が参画している

法定事務 ・ 内部管理事務　であり成果は求めにくい

C事業について積極的にHPや広報等で情報提供している

成果指標達成率は前年度と比較して向上している

成果指標達成率は80％未満となっている

現在の事業を継続しても成果指標の向上は期待できない

成果指標の到達目標値は達成できそうである Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

有
効
性
の
評
価

目 的 達 成 度

市 民 参 画 度

成果指標の設定は適切である 有効性評価

最適な手段を求めて職場内で改善・研修に努めている

現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

受益者負担率を見直す余地がある

Cサービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない

受益者負担率は適正である

コスト削減の努力はしているが、下がる余地は小さい

目

的

を

達

成

す

る

た

め

実

施

し

た

事

業

事務の電子化や事務改善によりコストを下げる余地がある
目標管理事務事業

各職員が設定した個人目標の達成状況に基づく業績評価の基となる目標(組織目標・個人目標)管理の運用
事務

◎
実施方法（派遣・委託含）を見直すことでコストを下げる余地がある Ｅ

低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い効

率
性
の
評
価

コ ス ト

手 段

単位当たりコストは前年度と比較して改善している 効率性評価
人事評価事務事業

職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績に基づき実施される勤務成績の評価が適正に実施されるよ
う、研修・指導・助言等を行うとともに評価結果をもとにした給与への反映、職員の適性に応じた配置、人材育成等を行う
事務

◎
市 民 ニ ー ズ 市民・団体等から要望・要請が強い

細　事　業　名 事　業　の　説　明 優先度 厳しい財政状況であるが、実施する必要がある

事 業 の 実 績 事業開始当初の目的は、ほぼ達成されている

事業開始当初の目的から変化してきている

現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である

A

対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている
事業の意図する成果
（どのような状態に

したいのか）

継続した評価者研修を実施し、評価の均一化を図ることにより、公正で平等な人事評価と、職員の人材育成(能
力開発及び公務能率の向上)を図る

事業の内容が一部の受益者に偏っている

法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

目　　　的
（何のために）

職員の執務について勤務実績、能力等を正しく評定し、その記録を作成し、これを職員の指導及び監督の有効な
指針とすることによって、公正な人事行政を行い、職員の人材を育成する視点から、能力開発及び公務能率の向
上を図るため

妥
当
性
の
評
価

市 の 関 与 の

妥 当 性

必 要 性

市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

現在市が実施しているが、実施しなくても市民の日常生活に支障をきたさない

事務事業の評価
対　　　象

（誰・何に対して）
市民サービスを提供する全ての備前市職員

事 業 の 目 的

このシート作成に要した時間 0.5 時間
受講者アンケート調査の中で、理解できたと回答した人の割合。
なお、平成25年度は、受講者アンケートの設問を変更したため、満足度の数値としています。

事務事業名 02 人事評価事務
電　話 0869-64-1808 成 果 指 標 設 定 の 考 え 方 ・ 式 や 説 明

達成率（B/A） 80.90% 80.60% 79.50% 100小項目 施　　策 47 積極的な人材育成・能力開発と組織の活性化 職・氏名 係長・神田順平

中項目 基本計画 10 計画を実現する行政 問
合
先

担当課（室） 総務課職員係 実績値（B）

100 100 100 100

80.9 80.6 79.5 到達目標値

総
合
計
画

大項目 基本構想 06 行政「計画推進」

事 業 開 始 年 度 平成17年度
根拠法令・例規等

地方公務員法第15条
備前市職員の勤務評定に関する規則

成　果　指　標　名 年　度 平成24年度 平成25年度

備　　前　　市　　事　　務　　事　　業　　評　　価　　シ　　ー　　ト

（平成26年度事業）
事 業 の 概 要 事 業 の 成 果

平成26年度 平成27年度目標値

受講者アンケートによる理解度

目標値（A）

事業の意図
する成果とつ
ながる成果指
標を設定

事業費や受
益者負担比
率、単位当た
りコストに留
意しながら効
率性を評価

事
業
の
目
的
や
そ
の
数
値
目
標

で
あ
る
成
果
指
標
に
留
意
し
な

Plan

Do

Check

Action

事業の目的、
対象、内容を
考えながら妥
当性を評価



該当する項目を□から■へ ＜ ■ ←「コピー」して「貼り付け」してください ＞
■
□

□
□

□
■

□
□

■
□
□

□
□

□
□

□
■

□
□
□
□
□

□
□

■
■
□

活 動 コ ス ト
円

30 30 30

単 位 当 た り コ ス ト － － －

結 果 指 標 量 件 0 0 0

対 前 年 比 ％ －

結
果
指
標

公平委員会の対応件数 説明 委託料対価としての対応を結果指標にしています。

取 組 目 標 現状のまま継続します。

平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績 ○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

平成28年度の方向性 ・ 取組目標

受 益 者 負 担 比 率 ％ － － －
方　向　性

拡充

結　果　指　標　名 単位

その他（ ）

一 般 財 源 30 30 30

市 債

財
源

国 県 支 出 金

千円

受 益 者 負 担

0

現状のまま継続します。

総合評価

A
事 業 費 計 30 30 30

Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

繰 入 金

30 30 総　合　評　価

必  要  人  員 人    件    費 0.00人 0 0.00人 0 0.00人

事　業　費　等 単位 平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績

決
　
算
　
額

事
業
費

直 接 事 業 費

千円

30

説　明 現状のまま継続します。

○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

進行年度（H27年度）の改革改善内容

状　況
拡充

事業にはNPO、ボランティア団体等が参画している

法定事務 ・ 内部管理事務　であり成果は求めにくい

A事業について積極的にHPや広報等で情報提供している

成果指標達成率は前年度と比較して向上している

成果指標達成率は80％未満となっている

現在の事業を継続しても成果指標の向上は期待できない

成果指標の到達目標値は達成できそうである Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

有
効
性
の
評
価

目 的 達 成 度

市 民 参 画 度

成果指標の設定は適切である 有効性評価

最適な手段を求めて職場内で改善・研修に努めている

現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

受益者負担率を見直す余地がある

Aサービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない

受益者負担率は適正である

コスト削減の努力はしているが、下がる余地は小さい

目

的

を

達

成

す

る

た

め

実

施

し

た

事

業

事務の電子化や事務改善によりコストを下げる余地がある

実施方法（派遣・委託含）を見直すことでコストを下げる余地がある Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

効率性評価

効
率
性
の
評
価

コ ス ト

手 段

単位当たりコストは前年度と比較して改善している

公平委員会事務委託事業 市職員の給与・勤務条件等に関する措置要求及び不利益処分についての不服申立ての審査等事務を岡山県に委託する事務 ◎ 市 民 ニ ー ズ 市民・団体等から要望・要請が強い

細　事　業　名 事　業　の　説　明 優先度 厳しい財政状況であるが、実施する必要がある

事 業 の 実 績 事業開始当初の目的は、ほぼ達成されている

事業開始当初の目的から変化してきている

現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である

A

対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている
事業の意図する成果
（どのような状態に

したいのか）
措置要求及び不利益処分等に対し、職員の権利利益を守る

事業の内容が一部の受益者に偏っている

法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

目　　　的
（何のために）

職員の権利利益の保護及び公正な人事権の行使を保障するため

妥
当
性
の
評
価

市 の 関 与 の

妥 当 性

必 要 性

市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

現在市が実施しているが、実施しなくても市民の日常生活に支障をきたさない

事務事業の評価
対　　　象

（誰・何に対して）
市職員の給与・勤務条件等に関する措置要求及び不利益処分についての不服申立て等

事 業 の 目 的

このシート作成に要した時間 0.5 時間

申立て件数が少なければ少ないほど、施策展開が順調であるととらえこの指標にしています。

事務事業名 03 公平委員会事務委託事業
電　話 0869-64-1808 成 果 指 標 設 定 の 考 え 方 ・ 式 や 説 明

達成率（B/A） － － － 0小項目 施　　策 47 積極的な人材育成・能力開発と組織の活性化 職・氏名 係長・神田順平

中項目 基本計画 10 計画を実現する行政 問
合
先

担当課（室） 総務課職員係 実績値（B）

0 0 0 0

0 0 0 到達目標値

総
合
計
画

大項目 基本構想 06 行政「計画推進」

事 業 開 始 年 度 平成17年度
根拠法令・例規等 地方公務員法第7条第4項

成　果　指　標　名 年　度 平成24年度 平成25年度

備　　前　　市　　事　　務　　事　　業　　評　　価　　シ　　ー　　ト

（平成26年度事業）
事 業 の 概 要 事 業 の 成 果

平成26年度 平成27年度目標値

申立て件数

目標値（A）

事業の意図
する成果とつ
ながる成果指
標を設定

事業費や受
益者負担比
率、単位当た
りコストに留
意しながら効
率性を評価

事
業
の
目
的
や
そ
の
数
値
目
標

で
あ
る
成
果
指
標
に
留
意
し
な

Plan

Do

Check

Action

事業の目的、
対象、内容を
考えながら妥
当性を評価



該当する項目を□から■へ ＜ ■ ←「コピー」して「貼り付け」してください ＞
■
□

□
□

□
■

□
□

■
□
■

□
□

□
□

□
□

□
■
□
□
■

□
□

□
□
□

活 動 コ ス ト
円

1,412,750 1,204,550 716,200

単 位 当 た り コ ス ト 1,191 1,162 653

結 果 指 標 量 人 1,186 1,037 1,096

対 前 年 比 ％ － 87.4% 105.7%

結
果
指
標

単独研修受講者数 説明 効果測定のために単独で開催した研修を受講した人数を結果指標としています。

取 組 目 標

人材育成のためには、研修による各個人のスキルアップが不可欠である。各職員が研修によって得た
知識を、市役所に持ち帰り、内部で研修を行うことにより、研修を受けた職員のプレゼン等のスキル
アップができる。また普段ルーチンワークで職場を離れることができない職員もその研修を受講する
ことによってスキル等の習得が可能となる。

平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績 ○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

平成28年度の方向性 ・ 取組目標

受 益 者 負 担 比 率 ％ － － －
方　向　性

拡充

結　果　指　標　名 単位

その他（研修助成金外） 822 961 1,404

一 般 財 源 3,074 3,646 4,401

市 債

財
源

国 県 支 出 金

千円

受 益 者 負 担

1,736

市が実施するよう法令で義務付けられている事務であり、単位当たりコストは前年より低く
なっているが、事業費全体では増加している。また、成果指標は前年度からほぼ横ばいで推移
している。

総合評価

B
事 業 費 計 3,896 4,607 5,805

Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

繰 入 金

3,173 4,069 総　合　評　価

必  要  人  員 人    件    費 0.23人 1,862 0.18人 1,434 0.18人

事　業　費　等 単位 平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績

決
　
算
　
額

事
業
費

直 接 事 業 費

千円

2,034

説　明
今年度の研修では、マイナンバー法施行を控え、情報公開や個人情報の取扱いが重要となってきま
す。このことを考慮し、マイナンバー法施行に向けた情報公開や個人情報の研修に取り組みます。

○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

進行年度（H27年度）の改革改善内容

状　況
拡充

事業にはNPO、ボランティア団体等が参画している

法定事務 ・ 内部管理事務　であり成果は求めにくい

C事業について積極的にHPや広報等で情報提供している

成果指標達成率は前年度と比較して向上している

成果指標達成率は80％未満となっている

現在の事業を継続しても成果指標の向上は期待できない

成果指標の到達目標値は達成できそうである Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

有
効
性
の
評
価

目 的 達 成 度

市 民 参 画 度

成果指標の設定は適切である 有効性評価

最適な手段を求めて職場内で改善・研修に努めている

現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

受益者負担率を見直す余地がある

Bサービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない

受益者負担率は適正である

コスト削減の努力はしているが、下がる余地は小さい

目

的

を

達

成

す

る

た

め

実

施

し

た

事

業

事務の電子化や事務改善によりコストを下げる余地がある

実施方法（派遣・委託含）を見直すことでコストを下げる余地がある Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

効率性評価

効
率
性
の
評
価

コ ス ト

手 段

単位当たりコストは前年度と比較して改善している

職員研修事務事業 市独自研修の企画・主催と、研修センター等へ職員を派遣するための事務 ◎ 市 民 ニ ー ズ 市民・団体等から要望・要請が強い

細　事　業　名 事　業　の　説　明 優先度 厳しい財政状況であるが、実施する必要がある

事 業 の 実 績 事業開始当初の目的は、ほぼ達成されている

事業開始当初の目的から変化してきている

現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である

A

対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている
事業の意図する成果
（どのような状態に

したいのか）

　市民感覚、進取性、創造力、経営感覚に富んだ資質をもち、限られた人的資源を最大限活用した少数精鋭で事
業実施ができるよう政策形成・法制執務・自治体経営能力に優れた、改革意識の高い人材を育成すること

事業の内容が一部の受益者に偏っている

法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

目　　　的
（何のために）

職員の資質の向上を図る

妥
当
性
の
評
価

市 の 関 与 の

妥 当 性

必 要 性

市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

現在市が実施しているが、実施しなくても市民の日常生活に支障をきたさない

事務事業の評価
対　　　象

（誰・何に対して）
病院会計・学校職員の一部を除き、臨時職員を含む全職員

事 業 の 目 的

このシート作成に要した時間 1.5 時間 ５S研修（91.17点）、説明・説得能力向上研修(88.75点）、OJTの受け方研修（90.24点）、女性のキャリアアップ研修
（83.33点）
平成25年度以降は、受講者アンケートの設問を変更したため、満足度の数値としています。

事務事業名 04 職員研修事業
電　話 0869-64-1808 成 果 指 標 設 定 の 考 え 方 ・ 式 や 説 明

達成率（B/A） 95.10% 90.75% 93.02% 100小項目 施　　策 47 積極的な人材育成・能力開発と組織の活性化 職・氏名 係長・神田順平

中項目 基本計画 10 計画を実現する行政 問
合
先

担当課（室） 総務課職員係 実績値（B）

100 97 95 95

95.1 88.03 88.37 到達目標値

総
合
計
画

大項目 基本構想 06 行政「計画推進」

事 業 開 始 年 度 平成17年度
根拠法令・例規等 地方公務員法第39条

成　果　指　標　名 年　度 平成24年度 平成25年度

備　　前　　市　　事　　務　　事　　業　　評　　価　　シ　　ー　　ト

（平成26年度事業）
事 業 の 概 要 事 業 の 成 果

平成26年度 平成27年度目標値

受講者アンケートによる理解度

目標値（A）

事業の意図
する成果とつ
ながる成果指
標を設定

事業費や受
益者負担比
率、単位当た
りコストに留
意しながら効
率性を評価

事
業
の
目
的
や
そ
の
数
値
目
標

で
あ
る
成
果
指
標
に
留
意
し
な

が
ら
有
効
性
を
評
価

Plan

Do

Check

Action

事業の目的、
対象、内容を
考えながら妥
当性を評価



該当する項目を□から■へ ＜ ■ ←「コピー」して「貼り付け」してください ＞
■
□

□
□

□
■

□
□

■
□
■

□
■

□
□

□
□

□
■
□
■
□

□
□

□
■
□

活 動 コ ス ト
円

352,550 533,316 416,912

単 位 当 た り コ ス ト 17,628 21,333 17,371

結 果 指 標 量 人 20 25 24

対 前 年 比 ％ － 125.0% 96.0%

結
果
指
標

採用者数（再任用含み、病院は除く） 説明 採用者数（再任用含み、病院事業等は除く）

取 組 目 標
採用試験の広報、ＰＲ等の有効な情報発信の方法を研究し、受験者増を図っていきます。また、試験
日、試験内容の見直しも随時行っていきます。

平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績 ○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

平成28年度の方向性 ・ 取組目標

受 益 者 負 担 比 率 ％ － － －
方　向　性

拡充

結　果　指　標　名 単位

その他（ ）

一 般 財 源 2,232 2,852 4,739

市 債

財
源

国 県 支 出 金

千円

受 益 者 負 担

4,322

市が実施するよう法令で義務付けられている事務であり、単位当たりコストは前年より低く
なっています。
市民サービスの質を上げていくためにも、有能な人材を確保する必要があることから、受験申
込者数の確保とともに内定者の確保策を検討する必要があります。

総合評価

B
事 業 費 計 2,232 2,852 4,739

Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

繰 入 金

533 417 総　合　評　価

必  要  人  員 人    件    費 0.21人 1,879 0.24人 2,319 0.44人

事　業　費　等 単位 平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績

決
　
算
　
額

事
業
費

直 接 事 業 費

千円

353

説　明
本年度は、一時試験の前倒しや、PR等を積極的に取組、受験申込者数の確保に努めるとともに、引き
続き試験問題や面接の手法、さらに適性検査なども積極的に改善を加え、有能な人材の確保に取り組
みます。

○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

進行年度（H27年度）の改革改善内容

状　況
拡充

事業にはNPO、ボランティア団体等が参画している

法定事務 ・ 内部管理事務　であり成果は求めにくい

C事業について積極的にHPや広報等で情報提供している

成果指標達成率は前年度と比較して向上している

成果指標達成率は80％未満となっている

現在の事業を継続しても成果指標の向上は期待できない

成果指標の到達目標値は達成できそうである Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

有
効
性
の
評
価

目 的 達 成 度

市 民 参 画 度

成果指標の設定は適切である 有効性評価

最適な手段を求めて職場内で改善・研修に努めている

現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

受益者負担率を見直す余地がある

Bサービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない

受益者負担率は適正である

コスト削減の努力はしているが、下がる余地は小さい

目

的

を

達

成

す

る

た

め

実

施

し

た

事

業

事務の電子化や事務改善によりコストを下げる余地がある

実施方法（派遣・委託含）を見直すことでコストを下げる余地がある Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

効率性評価

効
率
性
の
評
価

コ ス ト

手 段

単位当たりコストは前年度と比較して改善している

職員採用事務事業 定員適正化計画に基づく、正規職員の採用試験実施を始めとした職員採用のための事務 ◎ 市 民 ニ ー ズ 市民・団体等から要望・要請が強い

細　事　業　名 事　業　の　説　明 優先度 厳しい財政状況であるが、実施する必要がある

事 業 の 実 績 事業開始当初の目的は、ほぼ達成されている

事業開始当初の目的から変化してきている

現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である

A

対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている
事業の意図する成果
（どのような状態に

したいのか）
定員に対し不足なく優秀な人材を採用したい

事業の内容が一部の受益者に偏っている

法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

目　　　的
（何のために）

市民サービスの向上を実現するため

妥
当
性
の
評
価

市 の 関 与 の

妥 当 性

必 要 性

市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

現在市が実施しているが、実施しなくても市民の日常生活に支障をきたさない

事務事業の評価
対　　　象

（誰・何に対して）
備前市民と備前市職員、及び職員を目指す受験者

事 業 の 目 的

このシート作成に要した時間 0.5 時間
良い人材であると判断して採用内定を出したものの、内定者に辞退されないように魅力ある職場をアピールし、人材の確保
を図る必要があるため、内定者確保率を指標としています。

事務事業名 05 職員採用事務
電　話 0869-64-1808 成 果 指 標 設 定 の 考 え 方 ・ 式 や 説 明

達成率（B/A） 100.00% 93.80% 95.00% 100小項目 施　　策 47 積極的な人材育成・能力開発と組織の活性化 職・氏名 係長・神田順平

中項目 基本計画 10 計画を実現する行政 問
合
先

担当課（室） 総務課職員係 実績値（B）

100 100 100 100

100 93.8 95 到達目標値

総
合
計
画

大項目 基本構想 06 行政「計画推進」

事 業 開 始 年 度 平成17年度
根拠法令・例規等 地方公務員法第15条、任用規則

成　果　指　標　名 年　度 平成24年度 平成25年度

備　　前　　市　　事　　務　　事　　業　　評　　価　　シ　　ー　　ト

（平成26年度事業）
事 業 の 概 要 事 業 の 成 果

平成26年度 平成27年度目標値

内定者確保率

目標値（A）

事業の意図
する成果とつ
ながる成果指
標を設定

事業費や受
益者負担比
率、単位当た
りコストに留
意しながら効
率性を評価

事
業
の
目
的
や
そ
の
数
値
目
標

で
あ
る
成
果
指
標
に
留
意
し
な

Plan

Do

Check

Action

事業の目的、
対象、内容を
考えながら妥
当性を評価



該当する項目を□から■へ ＜ ■ ←「コピー」して「貼り付け」してください ＞
■
□

□
□

□
■

□
□

■
□
□

□
□

□
□

□
□

□
■
■
□
■

■
□

□
■
□

活 動 コ ス ト
円

1,144,000 2,192,000 1,976,000

単 位 当 た り コ ス ト 5,663 10,243 10,400

結 果 指 標 量 人 202 214 190

対 前 年 比 ％ － 105.9% 88.8%

結
果
指
標

定期健康診断受診者数 説明 活動コスト＝健康診断委託事務事業（細事業）直接事業費＋人件費の計

取 組 目 標

職員数の減少に伴い、ストレスを抱え、精神面で病気休暇を取得する職員が増えています。精神的な
疾病は、復帰までに時間がかかることから、さらに予防に力を入れる必要があると考えています。毎
月のカウンセリングの実施、いつでも相談できる職場支援体制等を継続実施し、職場内で効果的な支
援ができるよう取り組むとともに、職員研修の実施や担当職員の知識の習得を図ります。また、「労
働安全衛生法の一部を改正する法律」が平成27年12月1日に施行され、1年以内(平成28年11月30日ま
で)に、全職員にストレスチェックが義務化となる。現在の200人から全職員へ増加することから、安

平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績 ○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

平成28年度の方向性 ・ 取組目標

受 益 者 負 担 比 率 ％ － － －
方　向　性

拡充

結　果　指　標　名 単位

その他（総合事務組合助成金外） 1,598 1,628 1,649

一 般 財 源 1,177 2,423 2,578

市 債

財
源

国 県 支 出 金

千円

受 益 者 負 担

929
市が実施するよう法令で義務付けられている事務であり、最適な手段を求めて職場内で改善・
研修に努めているものの、単位当たりコストは増加しています。メンタル面の病気で休暇取得
を余儀なくされる職員が増えており、「こころの健康調査」や「健康相談カード」の配付を行
い、いつでも相談できる窓口を設けるなど、予防に重点を置いた取り組みを実施しています。
今後も、職員が健康で、個々人の能力を十分発揮できる職場環境となるよう努めます。

総合評価

B
事 業 費 計 2,775 4,051 4,227

Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

繰 入 金

3,479 3,298 総　合　評　価

必  要  人  員 人    件    費 0.05人 417 0.06人 572 0.10人

事　業　費　等 単位 平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度実績

決
　
算
　
額

事
業
費

直 接 事 業 費

千円

2,358

説　明

未受診者への受診指導を行い、人間ドックも含め、より充実した職員の健康管理に努めていくため、
前年度から健康診断の受診を期日指定(4日)から期間指定(4箇月)で受診できるよう変更した。また、
年2回の受診が義務付けられている職種を除いて、人間ドック受診者と健康診断の重複受診を不可とす
るなどし、コスト削減に努めていく。

○

現状継続 見直し 縮小 整理統合 休止 廃止・完了

進行年度（H27年度）の改革改善内容

状　況
拡充

事業にはNPO、ボランティア団体等が参画している

法定事務 ・ 内部管理事務　であり成果は求めにくい

C事業について積極的にHPや広報等で情報提供している

成果指標達成率は前年度と比較して向上している

成果指標達成率は80％未満となっている

現在の事業を継続しても成果指標の向上は期待できない

成果指標の到達目標値は達成できそうである Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

有
効
性
の
評
価

目 的 達 成 度

市 民 参 画 度

成果指標の設定は適切である 有効性評価

最適な手段を求めて職場内で改善・研修に努めている

現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

受益者負担率を見直す余地がある

Cサービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない

受益者負担率は適正である

コスト削減の努力はしているが、下がる余地は小さい

目

的

を

達

成

す

る

た

め

実

施

し

た

事

業

健康診断委託事務事業
人間ドック取りまとめ事務や、法定検診等を実施し、職員の健康増進への関心を高めるための事
務

◎ 事務の電子化や事務改善によりコストを下げる余地がある

健康相談事務事業 委託専門カウンセラーを招へいし、毎月、職員の健康相談の機会を提供する ◎ 実施方法（派遣・委託含）を見直すことでコストを下げる余地がある Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

効率性評価厚生費補助事務事業 職員で組織する厚生活動実施団体が行う文化・体育・旅行事業等に活動に対して補助を行う事務 ○

効
率
性
の
評
価

コ ス ト

手 段

単位当たりコストは前年度と比較して改善している

表彰事務事業 市職員の永年勤続表彰(25年)等を実施するための事務 ○ 市 民 ニ ー ズ 市民・団体等から要望・要請が強い

細　事　業　名 事　業　の　説　明 優先度 厳しい財政状況であるが、実施する必要がある

事 業 の 実 績 事業開始当初の目的は、ほぼ達成されている

事業開始当初の目的から変化してきている

現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である

A

対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている
事業の意図する成果
（どのような状態に

したいのか）

健康診断や人間ドック等を通じて職員全員が健康増進に関心を高め、健康体を維持することで公務の能率向上を
目指す

事業の内容が一部の受益者に偏っている

法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす Ｅ
低
い

Ｄ
や
や
低
い

Ｃ
普
通

Ｂ
や
や
高
い

Ａ
高
い

目　　　的
（何のために）

職員の福利厚生を図るため

妥
当
性
の
評
価

市 の 関 与 の

妥 当 性

必 要 性

市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

現在市が実施しているが、実施しなくても市民の日常生活に支障をきたさない

事務事業の評価
対　　　象

（誰・何に対して）
市民サービスを提供している全職員

事 業 の 目 的

このシート作成に要した時間 1.0 時間
特定保健指導が必要と診断された職員に対し、受診を促し、安全衛生面のサポートによる健康な職場づくりにつながること
からこの指標にしています。

事務事業名 06 福利厚生事業
電　話 0869-64-1808 成 果 指 標 設 定 の 考 え 方 ・ 式 や 説 明

達成率（B/A） 65.40% 56.10% 77.63% 100小項目 施　　策 47 積極的な人材育成・能力開発と組織の活性化 職・氏名 係長・神田順平

中項目 基本計画 10 計画を実現する行政 問
合
先

担当課（室） 総務課職員係 実績値（B）

100 100 80 80

65.4 56.1 62.1 到達目標値

総
合
計
画

大項目 基本構想 06 行政「計画推進」

事 業 開 始 年 度 平成17年度
根拠法令・例規等

地方公務員法第42条
労働安全衛生規則第44条

成　果　指　標　名 年　度 平成24年度 平成25年度

備　　前　　市　　事　　務　　事　　業　　評　　価　　シ　　ー　　ト

（平成26年度事業）
事 業 の 概 要 事 業 の 成 果

平成26年度 平成27年度目標値

特定保健指導受診率

目標値（A）

事業の意図
する成果とつ
ながる成果指
標を設定

事業費や受
益者負担比
率、単位当た
りコストに留
意しながら効
率性を評価

事
業
の
目
的
や
そ
の
数
値
目
標

で
あ
る
成
果
指
標
に
留
意
し
な

Plan

Do

Check

Action

事業の目的、
対象、内容を
考えながら妥
当性を評価


